
西宮市小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援事業給付金

交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５９条第１項第４号の

規定に基づく地域子ども・子育て支援事業として、小学校就学前の子どもを対象とした多様な集

団活動を利用する幼児にかかる利用料に関する支援を行うことにより、保護者の経済的負担の

軽減を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、西宮市小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団

活動事業の利用支援事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）第２条に定めるところによる。 

（給付金の額） 

第３条 給付金の額は、申請者が対象施設等に支払った月額の利用料の額と実施要綱第６条第２

項に規定する月額の給付基準額のいずれか少ない額とする。 

（交付申請） 

第４条 申請者は、市長が定める日までに、市長に申請しなければならない。 

（交付決定） 

第５条 市長は、給付金の交付の申請があったときは、申請書及び関係書類を審査し、給付金の交

付の適否を決定する。 

２ 市長は、前項の規定により給付金の交付を決定したときは、給付金の額、交付時期その他必要

な事項を記載した交付決定通知書により、交付しないことを決定したときは、その旨を記載した

不交付決定通知書により、当該申請者にその決定を通知する。 

（交付の方法） 

第６条 給付金は、申請者から指定された金融機関の口座へ、本市から口座振替の方法によって支

払う。 

（交付決定の取消し） 

第７条 市長は、申請者又は対象施設等が偽りその他不正な手段により、給付金の交付決定を受け

たと認めるときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、その旨当該申請者に通知する。 

（給付金の返還） 



第８条 市長は、給付金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、当該取消しに係

る給付金が既に交付されているときは、その返還を命じることができる。 

（報告等） 

第９条 市長は、給付金の交付に関し必要があると認めるときは、申請者又は対象施設等に対し報

告を求める等することができる。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、「多様な事業者の参入促進・能力活用事業

の実施について」（平成２７年７月１７日２７文科初第２３９号雇児発０７１７第６号厚生労働

省子ども家庭局長通知）の別紙「多様な事業者の参入促進・能力活用事業実施要綱」及び「地域

における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援事業に関する自治

体向けＦＡＱ」等を参考として市長が決定する。 

 

付 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 


